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◎注意事項をよくお読み下さい

◎注意事項 お問い合わせは、取引店の担当者までご連絡ください。
当資料に記載された情報は信頼に足る情報源から得たデータ等に基づいて作成しておりますが、その内容については明示されていると否とにかかわらず、弊社がその正確性、確実性を保証するものではありません。また、こ
こに記載された内容が事前の連絡なしに変更されることもあります。また、当資料は情報提供を目的としており、金融商品等の売買を勧誘するものではありません。取引時期などの最終決定はお客さまご自身の判断でな
されるようお願い致します。
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○概況

りそなホールディングス 市場企画部

日銀は本日の決定会合で当面の金融政策を現状維持とした

今後の方針について①新型コロナ対応資金繰り支援②国債買入・ドル供給
オペによる潤沢な資金供給③ETF等買入れの3本柱で対応することを強調

金融政策は現状維持であり、金融市場への影響は限定的

 日銀は6月15-16日の決定会合で、「長短金利操作付き量的・質
的金融緩和」の継続を決定した。主な政策は以下の通り。

 長短金利操作（イールドカーブ・コントロール）：日銀当座預金残
高のうち、政策金利残高に▲0.1%のマイナス金利を適用。また、10
年国債利回りがゼロ%程度で推移するよう、上限を設けず必要な金
額の長期国債買入れを行う。その際、金利は、経価情勢に応じて上
下にある程度変動しうるものとする。ETF・J-REITは、当面、それぞ
れ年間約12兆円・約1,800億円ペースを上限に買入れを実施。CP
等・社債等はそれぞれ約2兆円・約3兆円の残高を維持。これに加え、
2021年3月末までの間、それぞれ7.5兆円の残高を上限に、追加の
買入れを行うとした。

 今後の方針については、①新型コロナ対応資金繰り支援特別プログ
ラム（総枠110兆円+α）、②国債買入れやドルオペなどによる円貨
及び外貨の上限を設けない潤沢な供給、③ETFおよびJ-REITの積
極的な買入れ（年間約12兆円）により、企業の資金繰り支援と金
融市場の安定に努めていくとした。①については前回75兆円としてい
たが政府の追加経済対策等を受けて拡大させている。

 景気見通しについては概ね変更なし。住宅投資について「緩やかに減
少」と4月時点の「横ばい圏」から下方修正した程度。足もとは金融
市場の混乱が一服しており、当面日銀は現行の政策を維持。政府
の経済対策を含めて、実体経済への波及効果を見極める方針。金
融市場への影響は限定的であろう。

【出所】日本銀行

【2020-2022年度の政策委員の大勢見通し（4月時点）】
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オペ 内容

CP・
社債

残高上限 合計約20兆円（CP・社債の追加買入枠をそれぞれ7.5兆円）

社債残存
期間

1年以上5年以下

発行体毎
上限

買入残高→CP5,000億円、社債3,000億円
保有割合→CP50％、社債30%

企業
金融
支援
オペ

対象

1）家計債務を含めた民間債務担保
2）貸出残高
①制度融資
・緊急経済対策における無利子・無担保融資
・新型コロナ対応信用保証協会融資

②①に準じるプロパー融資（金融機関1先1000憶円）

対象先 系統会員を含めた金融機関等

期間 1年以内

適用金利 0％ 利用残高に相当する当座預金に0.1％付利

【新型コロナ対応特別支援プログラムの概要 期限2021年3月末】


